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第二章税務監督局の時代（そのＩ）
(-）明治37年改正までの時代
１行政整理をめぐる論議が高まり，「北海タイムス」明治35年８月23日
付の一面トップで，「税務署は全廃か」と報じられた。その後，結局，税務
署は存続し，税務管理局は統廃合の上で税務監督局に改組された。北海道に
おいて，根室・函館の二カ所の税務管理局が廃止され，北海道における税務
監督局は札幌税務監督局1局の糸となった。これ以後，税務行政組織は北海
道全体で１局となる体制が始まる。
官制改正の電報に接した楠税務管理局長は，新しい税務監督局長に横すべ
りになったものの，函館に出張中であり，一時帰札のうえ，事務引継のため
再び函館・根室に出張するというあわただしい機構改革であった。虚務細則
の改正も間に合わず，官制と分課規定に反せざる限りにおいて従来の虚務細
則を準用し，これにより処理することができないものは一度主務省にうかが
（１）
し､，指令の趣旨を各税務署に電報するという緊急の措置がとられた。この対
応は，他の地域でも当然行われたことであろう。
この新しい事務処理の基準は，札幌税務監督局の場合，ようやく明治36年
５月に「札幌税務監督局虚務規定」（訓令文第197号）・「税務署虚務規定」
（２）
(訂||令文198号）として発遺された。
それによれば，税務監督は，まず毎年１回，定期に事務の全般について行
われるが，臨時に必要に応じて内外の事務についても行われることになり，
局長自らが行うのが原則とされている。そのほか，部下の職員をして内外事
務の一部を視閲する（後日の，いわゆる管内巡視に相当するのではないか｡）
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こうした監督すべき事項も，内部事務18項目，外部事務７項目にわたるほか，
事務視閲事項として更に20項目が付加されている。視閲においては手帳を携
帯し，発着日時場所及び巡回中視閲にかかる事項を記載することを求めるな
ど，詳細に一連の手続きが規定されている。こうした局長を中心とする事務
監督は，他の税務監督局でも行われており，さらには，第二次大戦後でも行
われている。その原型が，この段階で始まったこと（＝税務管理局時代にも
簡単な形で事務監督が行われている｡）になる。
税務監督局の事務処理についても，細かく決められている。局務は総て局
長の決裁を経て執行され，本局より発送する一切の文書は局名又は局長名を
もってなされる（したがって，局部課の事務連絡はないことになろう｡)。も
っとも，局署間の電信において発信者符号が定められており（明治三十六年
訓令文第70号)，それの中に，監督局の各部長も発信者として符号が定めら
れていることからすると，局部長名の事務連絡はあっても，監督局の課単位
で出す事務連絡はないことになる。各課の事務連絡といっても，局部長の同
意を得ているわけで，現代と実質的にかわらないが，局の課の名で発遣する
ことはありえないだけ，はっきりしていることになる。回議・回覧について
も詳細に決定されており，局事務官（当時でいえば，監督局の局次長クラス
に相当する｡）に重要な事項は経由する（第５条）ことになっている。例規
となるべきものや違法処分と認むる署長の処分，さらに税務監督に係る推問
・注意・整理事項が経由を要求されていることは十分に理解できるが，「間
税二関スル一切ノ事項」「犯則者虚分報告」が，要経由事項となっているこ
とは，間税が重要であったことを示している。そのことは，この当時から各
局で盛んに発行されている「局報」の中に，間税関係の滞納事案や課税不服
をめぐる判例が多く紹介されているように，酒税の扱いが重要であったこと
の反映なのである。酒税は，一・二位の税収をあげており，日露戦争をひか
え，酒税の確保が重要であったことを反映している。
「局報発行規定」（明治36年３月訓令文第117号）は，局の訓達・通牒及通信
等は総て局報に登載して発布するのを原則とし，参照として多くの事項を載
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せている。たとえば，①税務に関する法律・勅令・省令・訓令・達・告示，
②将来の例規となるべき照会往復の類，③統計台帳等に掲上せざる統計，④
税務執行上参照となるべき文書，⑤職員の進展・賞罰・異動であり，登載区
分は①令達・通牒（移牒を含む)，②法令，③照覆，④通信，⑤統計，⑥参
照事項，⑦雑件に区分している。この登載区分のうち①ないし⑥は，直税・
間税・徴収・会計・物品・鑑定・文書に区分し，毎週一回発行するのを原則
としている。このような詳細な局報は，札幌税務監督局にだけあるわけでな
く，他の税務監督局にもあるわけであるが，保存の関係上，税務監督局発足
当時からの局報が北海道に比較的残っているのにすぎない。こうした局報は，
末端の税務署に至るまで情報を伝達し執行方針を統一するために発行された
ものであろうが，現代の通達集，法令集・個別通達・判例集（税務訴訟資料，
各種訴訟'情報など）がきちんと整理されないまままとめて出されている。各
税務監督局のこうした局報の分類整理は，まだなされていないのが現状であ
る。けれども，東京税務監督局・大阪税務監督局の局報は，戦災・震災とい
ったこともあって，あまりまとまって残っておらず，地方局から発遣された
局報類が貴重であり，その意味でも，比較的まとまって保存されている札幌
税務監督局や丸亀税務監督局の局報類等の古文書は貴重である。
こうした局報類が，新しい税務行政組織が成立してまもなく各局で整備さ
れたことは，税務執行の統一を図る意味からも重要であり，着手されたのも
当然である。こうした作業が札'呪税務監督局でも行われたわけであるが，局
の規模が小さいだけに，事務量に占めるウェイトが高かったことは十分に理
解できる。その中で，当初から局報を発行しつづけたことは，驚くべきこと
（３）
だったのである。
また，職員に勉強をさせる意味でも，各局で研究会が結成されたり，雑誌
が作成されたりしている。「税務」（大阪税務監督局)，「大阪財務」らが現在
（４）
でもときおり収集されるのであるが，明治36年１２月Iこ「北海税務研究会規
則」（秘第193号）が制定され，「札幌税務監督局報」に収められている。こ
こでは，税務に関する法令ならびに之に関連して経済及財政の事項を講究調
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査し併せて会員相互の品性を修養することを目的とし，札幌税務監督局及管
内税務職員を以て組織し（すなわち，全員加入)，直接間接に税務に関係を
有する者（市庁，区役所，町村戸長役場員等）もなるべく勧奨することとさ
れた（秘487号)。そして，毎月二回，土曜日の午後に集会して講説討論し且
つ雑誌を発行する（37年１月より刊行)。雑誌には，調査研究の結果や講説
討論の事項が掲載されている。各支部（すなわち各署）からも報告をとって
おり，各支部も大変だったと思われる。なかには，署員の少ない署では事実
上活動できなかったところもあったのに違いない。現に「北海財務」は，あ
まり発行されていない。こうした局報のしっかりとしたものは，大規模局が
発行するものと，民間の雑誌（といっても，官側がリードしたような雑誌）
との間で，仕事の区分が次第になされていくのである。
新しい税務行政組織の発足に伴って，税務職員の服務が問題となった。さ
っそく，明治35年11月官房秘第939号をもって，「税務官制改正ノ趣旨二関ス
ル件」が発せられたのにつづき，明治36年１月官房秘第46号をもって「税務
官吏執務二関スル件」が発せられている。その中で，殊に廉正堅実を専要と
すべき税務官吏に在っては規律節制の範囲に動作すべきは勿論なりといえど
も官僚相互の間又常に情誼を重んじ徳操を尚び藷然和衷の事実あることを要
するとしている。そのうえで，上官には下僚に温和を旨とし，精励を以て率
いることをもとめる。下僚には，上官に対し誠順を主とし質実に受け，同僚
が相信孚し，執務も相たすけあい，気脈も通じ，阻格推讓の弊がないように
（５）
すべきであるとする。納税者の眼からも，規律を厳lこし一体となって職務に
当ることを求めている。改正後の職員の仕事ぶり如何によって新しい税務行
政の運命が左右されることから，まず－体として仕事をすすめることを求め
たといえる。税務管理局時代には一体として税務にあたるという所が不足し
ていたという面があり，組織改変に追いこまれたと認識したのにちがいない。
けれども，服務の根本は，依然として，「税務官吏服務心得」（明治29年１１
月主秘245号）であり，それを前提として，各局の虚務規定が作成されてい
る。札幌税務監督局でも「札幌税務監督局虚務規定細則」（36年訓令文199
198
号）も，服務心得を定めている。そのなかでは，管内税務署への転任につい
ては，辞令受領の日より遅くも７日以内に出発すべしとされ，出発の前日ま
でにその日時を届け出ることが要求されるし，他の試験を受けるには予めの
許可を要求している。出勤簿調整時間も20分とされる。その他，種々の事項
がこまかく書面による申請にかけられており，職員にとって相当きびしかつ
（６）
たのではあるまいか。折りにふれ，税務官吏の紀律Iこ堅持がさけばれている。
こうしたこ主かな規定は，現代でもその形跡をとどめている。
（７）
（２）税務監督局は，行政整理の一環として成立したものの，政府Iま，海軍
（８）
拡張及び地租継続の二法案を提出するとの決心は堅かった力§，政党も新聞も
（９）
海軍拡張に対しても反対が多かった（読売(よ海軍拡張に賛成)。その中で３６
年度予算では，各省とも原則として既定経済計画範囲内に止め，国運進歩上
止むを得ざるものは既定財源の増進に伴い許す範囲において相当の計画を定
めることとされたのにならって，海軍も，既定計画の範囲内に松て事業を改
良し，時勢の必要に応じ財政の許す範囲で海軍の実力を増進するとともに，
（10）
地租増率の範囲内におし､て海軍の実力を増進することが報じられた。しかし，
地租増租継続案についての反対が強く，議会は明治35年12月28日解散された。
このため，明治36年度税制は，前年度どおりで行う結果となった。
もっとも，明治36年５月には，再度提出の地租條例改正案（継続増収。３
厘を減じ100分の３とする｡）を撤回している。その撤回の理由として，鉄道
（11）
の繰り延べ，行政整理等lこよりまかなうこととしたと答弁してし､る。このた
（12）（13）
め，砂糖増税や煙草製造の官業問題や文部省廃止問題力:論じられることIこな
（14）
る。さらに，北海道では，十年計画の進展が危ぶまれるようIこなった。
この当時，税務署においては，営業税と滞納が問題となることが多く，明
治36年１月に札幌税務署も，営業名及課税標準届の用紙に注意事項を付記し
（15）
て配付している。３６年当時の訴訟，異議申立（訴願）は営業税力:中心だった
ので，税務署としても，この対応が不可欠であったし，局報でもそうした事
実が多数紹介されている。
また，酒造税の犯則が札幌管内でも多かった。とくに，函館より岩内・寿
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都・室蘭等に酒類が大量に移送される中で，そうした地域の業者は仕上つた
品を売却して資金にあてざるを得なくなったことに原因があるといわれる。
また，上川・空知地方にも酒税の脱税が多く，このため，監督局としても，
犯罪ありと認めたる以上は夜中何時なるに係わらず臨検せしむる方針をとる
ことにしたと報じられている。その他，二区六方面に間税特別監視員を新設
（16）
配置した。
（17）
酒造税以外にも滞納が多かったが，このことは，地租１こついても同じであ
り，３５年の凶作に伴う延納について，３６年勅令８号は北海道にも適用される
ことになった。北海道の特殊性が次第に制約される過程の中で，地租にも同
じ現象がふられるわけである。土地測量法の講習会が開かれ，その席上での
（18）
主税局長の講演も北海道lこ報じられた。そして，税務監督局としても，国税
（19）
滞納原因の調査をしたり，納税義務を自覚させる方策や納税組合をつくる政
策を実行している。この一連の施策は，他の税務監督局の施策を参考にして
いる。
（３）明治36年12月５日になって，議会は，召集されたものの，12月11日に
解散されてしまう。予算と外交がテーマとなっていたと新聞は述べているが，
行政整理もわずかの節約にすぎず，煙草官営も計画されている中で，解散さ
れ，前年度予算の施行となる。それでも，函館控訴院の存置の陳情が出され，
（20）
道庁も松前支庁，紗那支庁を廃止するとの報道も７:lﾐされた。
ロシアとの危機が１２月23日に高まり，３７年２月１０日には宣戦の詔勅があっ
た。これらの一連の動きは，「北海タイムス」に外国からの情報も含め，詳
しく報じられている。艦隊の動静，ロシア側の情報も「読売新聞（東京版)」
より詳しいケースさえありうる。「北海タイムス」に報じられた税務監督局
（21）
辞令の中lこも，陸軍中尉に任じられた人物がある。当時の税務職員中の三百
余人が全国で出征したもののあまり補充されなかった。そして，露国艦隊の
（22）
周辺への出没lこ動揺しないように，札幌税務監督局長は内達を出している。
こうした事態に際し，戦費の調達について論議が重ねられるが，行政財政
の整理がまだ関心やまない状況下で，ただちの増税を認める風潮ではなく，
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たとえば，明治37年２月６日付の「北海タイムス」は，論説の中で，まず十
分な両政の整理を為しつつ軍費の調達をしないと国民は協力しないとし，ま
（23）
ず短期国庫債券で財源を調達し，次lこ増税すべきであるとする。他方，３月
16日の「北海タイムス」の論説は，増税は一時的な戦時税がよく，その場合，
地租率は低いので引上げるのは適当であり，酒税も酒量の消費の増加が見込
まれることは実証されており，その増税も適当であるとする。このほか，議
員の歳費を抑制することが先決であるとする論説もあった。こうしてみると，
国民は増税に反対ではなく，一時的な増税はやむを得ないものであるとして
容認し，どの税目を対象とするか，また，行政整理を先行させるかというこ
（24）
とに関心力:あったといえよう。
戦費として，３７年３月までで支出しうべきものが約１億５千万円，３７年度
分として支出しうべきものは約３億８千万円と見込まれるほか，その後の状
況により増加する蓋然性は極めて高かった。そのとぎに提出された増税案は，
（25）
約7000万円であった。
３７年３月の増税計画では，地租2594万円余，砂糖消費税740余万円，所得
税528万余円，営業税５百余万円，塩専売収入283万余円などであった。この
（26）
増税に伴い，提出された非常特BU税法は，数個の修正を受けたうえ，帝国議
会（明治37年３月18日～30日）の協賛を得，４月１日に公布（法律第３号）
された。この公布にあわせ，渡良瀬川沿岸地方特別地価修正法も成立し（何
故か，この動きを「北海タイムス」は詳しく報じている｡）た。いろいろの
反対運動もあり，新聞でも熱心に反対運動を支持していた中で，反対運動が
（27）
分裂し，「煙草専売法」力:成立した。この審議の過程で，交付金の算定方法
が修正されたが，煙草専売実施に伴う交付金は，専売が日露戦後に要する軍
事費の財源の一部に供するものであることから，臨時事件予備費より支出さ
れている。この煙草専売法は，いくつかの島しょ部においては施行されなか
った（北海道においては南千島が施行地となっていない｡)。
なお，煙草販売所は全国で14カ所設置されたが，北海道には函館におかれ
ている（明治38年３月大蔵省令１０号)。こうして，煙草の完全専売がスター
地価問題と北海道の税務行政組織(4)（西野）２０１
トした。
地租については，市街宅地については地価の百分の5.5（合計で百分の８，
ただし北海道は百分の6.5)，郡村宅地は地価の百分の3.5（合計で百分の６，
ただし，北海道は百分の4.5)，その他の土地は地価の百分の1.8（合計で百
分の４，ただし，北海道は百分の３）が増税された。ここでは，北海道につ
いては増税分は他府県と同率であり，基本分の差から合計税率に差が生じた
ことになる。
また，北海道及び北海道の区・一級町村・二級町村は，地租10分の５以内
の付加税を課しうることになったが，土地に対しては課しえないこととされ
た。そして，水利組合の如きは，地租の付加税を賦課するを不適当とすると
きは段別割を課しうるなど，それなりの配慮が払われている。これまでの単
行法による免租規定が，地租條例に包括的にとりこまれ，勅令（38年159号）
により指定されたわけで，大正末年までこの形式による免租がつづくことに
なる。また，１００年より長い存続期間を定めた地上権については，その所有
者からではなく，地上権者より地租を納収するという改正も行われている
(明治38年勅令131号)。
営業税および第１種，第３種所得税については，税額の10分の７が増税さ
れたのである。
塩及び絹布についての消費税は反対がつよく撤回されたが，毛織物・石油
については，消費税が課税されることになった。
この改正について，絹布税についての課税は当該業界を危機におとし入れ
（28）
るものとの反対力;各地でおきていることが北海道でも報じられた。これに対
し，塩専売についても，東京塩問屋組合を先頭として反対が強く，成立する
ことはなかった。唱えられた反対論の主な理由は，①細民に最大苦痛を蒙ら
しめ課税公平の原則に反すること，⑤塩専売は人頭税を課すると同一となる
こと，ｏ労銀を高める結果となり戦時経済をじゅうりんすること，ｅ民業を
圧迫し更に，政府の監督を要するにもかかわらずわずかな収入にすぎないこ
（29）とであり，反対同盟まで発足した。この理由(よ，現代でも塩専売についての
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論点の一つである（平成９年４月に塩専売が廃止されたが，何ら反対運動が
なかったのに対して対照的である｡)。
こうした状況のもとで，当時の北海道の民有有租地は，３７年１月１日現在，
47,815町にすぎず，これに対し，開墾すべき国有地は509万町弱（うち農牧
適地約294万町）に及んでいる。そこで，札幌税務監督局は，将来の地価を
（30）
２億3954万円余と見込a;八，239万余円の地租が上ると予想している。この推
計は，官有地の払下増大が推計にとどまり，地価も有租地の平均反金を利用
して推計していることからして，粗っぽいが，明治36年度の地租収入が全国
（31）
46,873千円であるところ，北海道力:わずか49千円であったのに比し，この推
計はかなり自信がもっていたものであったろう。だからこそ，「北海タイム
ス」に連載し，財源の－担を荷おうとしたのに違いない。この「地価問題」
がおきた大正７年度でも525千円にすぎなかったのである。そして，本土並
糸の課税を目指す意思を固めたのにちがいない。課税標準の適正化，税率の
本土並化によって，さらに増収となることが明確となったのである。第１次
増税でも，北海道の地租について，増税率は本土並であった。
これら一連の増税を執行するにあたって，札幌税務監督局長は，その筋
(本省か？）に報告した。その中で，営業税や所得税に戦争が及ぼす影響を
うけること，露国艦隊が近海を通行する影響は税務上も影響も少<ないこと，
納税組合を組織する等の施策によって収入歩合は向上しつつあるものの経済
の困弊によって十分に回復しえておらず，増税によって円満に納税を完うす
（32）
るか，ちゅうちょ‐す‐るとしている。
また，楠税務監督局長の談話が，「北海タイムス」に「戦時税と北海道」
（33）
として，連載で報じられている。それによれば，地租の増税力:あっても，①
地価は内地に比してはるかに低いことから負担はさほど増加していないこと，
②軍資を献ずる者が所得の申告をなすことを怠るとは信じられないこと，③
営業税もそれほどの苦痛ではないし，酒も阪神地方からの輸入が減少するの
で却って石数が増えること，④その他新設の税も本道に関係なく心配なしと
して，安心するよう述べている。この記事とあわせて，新設された醤油税や
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（34）増税された鉱業登録税についてのＰＲも新聞上で何回かなされてし､る。こう
した政府側のＰＲも盛んになされたのである。
あわせて，非常特別税の執行について，いろいろの通牒がだされた。その
中で，税務当局者に予め準備をなさしめ，殊に新税を賦課するものに対して
は各種の取引慣習を調査し徴税の方法をして之に乖離することなからしめ，
徴税の目的を失わざる限りは煩消を去り，苛酷に陥らず，成るべく便宜の方
法を構じ，以て納税者の善良なる感触を害さないように注意した。これは，
明治37年２月の地方長官諮問会議で大蔵大臣が訓示し，３７年２月には内務省
（35）
地方局長通牒（秘甲21号）も発せられた。さらに，４月７日にIま，大蔵省理
財局長，主税局長，内務省地方局長の連名で増税の趣旨を通牒している（秘
甲41号)。「北海タイムス」は，これを報ずる中で，「北海道地方費及び北海
道士功組合等に在っては従来通り取扱わしめられ然るくし」とわざわざ記し
ている。こうした広報のやり方は，後代の消費税の増税のとぎと類似すると
ころが感じられる。
こうしたことをやっても，滞納や遺脱が多かった。とくに，北海道は日本
（36）
－悪かったとし､われ，当局及び北海道庁はいろいろの対策を構じた。その中
で，３７年５月３日の道庁訓令では，十人組頭を設け，小字もしくは大字単位
で納税組合を組織ざせ全員加入をさせること等を示したほか，民心の敵`粛心
に訴える等其他適当の方法を講じ以て滞納の弊を矯正することに励むよう訴
えている。「北海タイムス」も双方に手数がかかるからと徴収の強化に賛成
している。
また，邇脱が多く，新聞もこのことに否定的であり，きちんと公平に'慎重
に調査するならば所得税も増税をしなくてもよいかもしれないとの当局の言
（37）
を伝>えている。
こういう－円でも税収がほしい中で，経費を節約しなげなければならない
（38）
(現実に，第一次非常特別税の増税は，予定収入に達しなかった）現状でIま，
各省庁とも予算を節約することとならざるをえなかった。明治37年度予算は，
前年度に比し，総額で120万余円減少（約0.5％）し，しかも正味490万円の
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（39）
節約Iこなっていると報じられた。そして，札幌税務監督局の37年度予算は
8342円節減され，従来の判任官定員よりも11名を休職及び罷免すべき旨電令
があった。このため，非常に厳しい節約がなされ，「戦時中経理上ノ心得」
（40）
ｶﾐ大臣より通達されている。その中で，税務署の廃合が行われるやもしれな
（41）
し､との監督局の予想もあると報じられた。この動きは，郵便局員の罷免や道
庁士木部派出所の廃止等と連動しているし，道庁でも松前，紗那の両支庁が
（42）
廃止され，港湾調査も中止されたことと連動してし､る。（またして，４月４日
（43）
付でもって，税務署の廃合がなされた。北海道でI土，紗那・岩内・松前の三
署が廃止され，紗那は根室税務署，岩内は小樽税務署に，松前は函館税務署
の管轄に編入された。これにあわせて，札幌税務監督局管内の職員数は，麦
任官４名，判任官136名，見習２名，その他局属59人，計201名となり，２６名
減員となった。新聞記事でふる限り，それほど急に変更になるとは予想して
いなかったのではあるまいか。このときは，全国では21税務署が廃止され，
大牟田署が新設された（37年勅令97号)。このウェイトからは，北海道に厳
しかった扱いというきらいがないでもない。
この37年の行政整理と税制改正に伴って，地租の徴収事務に改正が加えら
れている。それまで，徴収事務は税務署においてまず地価を査定し，区町村
戸長役場に徴税を委任していたが，収税官吏又は税務署は区町村戸長役場に
対して帳簿その他の監督権がなかった。しかも，免租の分界と通用期間は定
かでなく，また，土地一筆毎に地租を算定するため事務も複雑であり，市町
村の毎にその納期に届する地租額と市町村の名寄帳をチェックしえなかった。
そこで，３７年４月１日の法律12号は，①納期開始前に地租を課する土地と
なったときから課すること，②各納税人につき同一地目の地価合計額により
算出すること，③市町村は地租の納期毎にその開始前15日までに地価及地組
の総額ならびにその各納期における納額を所轄収税官庁に報告すべきこと，
④市町村その他の公共団体又は戸長役場における国税帳簿の整否を税務署に
監督せしめることとされた。これに伴って37年４月「市町村国税諸帳簿監督
（44）
規程」（住4959号大蔵大臣内計||）が発せられた。これによって，税務署での
地価問題と北海道の税務行政組織(4)（西野）２０５
整理は至便となったが，北海道のような土地整理の不十分な区町村は，却っ
（45）
て事務処理上困難となった。このIまか’明治35年法律22号によって，銭位未
満四捨五入の法により，後で地価及地租の更正をすることになり，事務処理
は楽になっている。
なお，この37年４月には，渡良瀬川治岸地方特別地価修正法（37年法律１６
（46）
号）力:成立したが，鉱毒被害地も田畑の糸地価修正することで，対象の拡大
がこれからも強く求められることになる。この動きも，北海道でも盛んに報
道された。
他方，北海道と同じく，本土法が適用しなかった沖縄県も，北海道と同じ
く滞納が多かった。その中で，明治36年以降漸次地租條例及国税徴収法を施
行されるになった。しかも，明治37年に非常特別税法による増税がされるこ
とになったため，明治35年以前の地租にして非常特別税法施行の際滞納Iこか
（47）
かるものl土，非常特別税法施行中その徴収がされないこととなった。
（二）明治38年改正（第二次増税）
（１）明治37年５月，陸軍が鴨緑江を渡河し遼東半島に上陸し，旅順を攻撃
する一方，露艦隊と８月に黄海で海戦した。そして北海道周辺でも６月18日
には松前沖で船舶が臨検あるいは撃沈され，７月20日にはウラジオ艦隊が津
軽海峡を通過したりして，騒がしくなった。８月４日には第７師団に動員が
下命され，後備屯田兵も召集され，順次満州に移動する。その中で，パルチ
ック艦隊の動向が北海道でも相当詳しく報道される（中には，ロシアの社会
主義運動などの方向も示されているほどである｡)。
そのため，かなりの戦費の増加が糸こまれることとなった。１０月までに報
じられた38年度の臨時事件予算は７億５千万余円に対し，３７年１月より12月
までの臨時軍事費及び事件費に比し’億８千万余円を増加しているのに比し，
通常予算は’億９千万円内外にすぎなかった。このため，各省庁は歳出をさ
らに2200万余円を節約することになったため，各省庁は大巾に節約すること
（48）
になったし，新事業費はことごとく肖Ｉ除され，鉄道予算も大巾に肖I減された。
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北海道の官有鉄道の建設に伴う継続費も一部減じられるとともに，内務省所
管から逓信省所管にうつることとなった。
こうした中で，第２次増税が報じられる。「北海タイムス」の明治37年１１
月９日付によれば，３８年度の歳出予算９億63百万円のうち，増税及び新税と
して76百万円が予定されている。そのうち，営業税．所得税．鉱業税．印紙
税・売薬税・地租・海関税・酒税・酒精税・砂糖消費税・狩猟税．取引税が
増税対象とされている。塩も専売とし，１石につき賠償価額１円50銭，税２
円50銭計４円となっている。相続税も新設され，500円以上に課税し，最高
1割２分，最低５分が予定されている。通行税も新設される。そして，従価
税として1割５分の織物税が考えられるなど，多くの増税が明らかとなって
（49）
きた。
新聞は，これに対し，いろいろ論じている。「読売新聞」は，明治37年９
月26日付論説の中で，所得税の現状は人をして餓死せしめんとするもので悪
（50）
法であるとし，１１月５日の論説の中で，相続の場合にti△て豫て所得を隠蔽し
たことの露顕に及ぶときは，その隠蔽したる所得に対し数倍の所得税を追徴
すべきであるとともに，永久税としての相続税を所得税と併用すべきである
（51）
とする。「読売新聞」Ｉま，給与所得者に苛酷である所得税を軽減し，その所
得税の通脱を防ぐために相続税を認めるものであり，所得税の課税されなか
った分の精算をさせるために相続税を設けようという考えに通じる考えであ
る。「読売新聞」は，国債の償却のための租税増収の用意ともなるという。
戦時の財政に対処するために増税の一環として相続税に対する反対は少な
（52）
かつたが，それでも反対があったのに反論し，「読売新聞」Ｉま，（ｲ)課税財産
の価格を一定すべからざることは他の税でも同じであり，（ﾛ)通脱のためにす
る名義の変更も対応しうることができ，㈹相続税によって，富をためること
を拒むことはありえず，（二)100円，200円の相続に対して課税しないのはかえ
っておかしく，鮒只もうけをすることに対し課税するものであり，他の税に
比して通脱者は少なく，家族制度は必ずしも永く維持する必要はなく，（ﾍ)平
和克復の晄をまって激論するのは得策でないと反論する。この論理の進め方
地価問題と北海道の税務行政組織(4)（西野）２０７
（53）
Iま，現代における相続税論議と同じである。かえって，必ずしも家族制度を
永く維持する必要はないとするのは，進歩的でさえある。この中に出てくる
新聞は，東京日々新聞（主幹加藤高明）の11月21日の論説と思われる。こ
の相続税反対論は家族制度の伝統維持を美風とする時流の中で後々まで影響
（54）
を及ぼすが，政友会も憲攻本党も賛成論lこかたむいていることもあり，相続
税創設時においては，あまり影響を与えなかった。わずかに，貴族院の委員
（55）
会で家族制度と相続税率の関係に対し－名より質問があったlこすぎない。も
っとも，こうした論議は，北海道ではあまり紹介されることはなく，わずか
に相続税法の内容が詳しく（＝他の法律より相当詳し<）報じられたのにす
（56）
ぎitﾘﾐい。
その他，「読売新聞」は，市街宅地と通行税に関し論じているが，行政の
（57）
整理については，あまり論じられていないのも，時代の要請かもしれなし､。
｢北海タイムス」もあまり言及していない。このようにあまり論議がなされ
ず，北海道の特別扱いもあまりせず，ごく一部の修正があっただけで両院を，
関係法は明治37年12月17日に通過し，明治38年１日法律１号（非常特別税法
（58）
改正法律)，法律10号（相続税法）ｉｔﾘﾐどとして公布施行された。
これをうけて，明治38年１月，大蔵省は各税務監督局長を召集し，増税に
関する各種の問題を協議せしめ，取扱いの寛厳を異にし賦課の均衡を失うこ
とのないよう，期した。その上で，大蔵大臣は，増税施行の方針に関し，
｢その施行の局に当たる者は穏和懇切を旨とし，’情意の疎通を図り，筍も職
権の威力を示し，又は徒に行務の繁細を招くが如き弊なからしめ，納税者の
利便を図り，納税者をして喜んで君国に貢献するの美風を発揮せしめ，円満
に徴税の目的を達することを期せざるべからず。些細の事情より意外の物議
を惹起し，挙国一致の精神を傷くるが如きことなからんことを要す」と訓示
し，あわせて増税各種目に関する非常特別税実施行上の心得を訓示したこと
（59）
が，「明治大正財政史」Ｉこ全文収録されている。それによれば，たとえば，
①通行税に関し，切符に領収済の旨を記載する必要はないこと（３条)。、
（60）
織物はすべて現金納付の方法が原則であるとともに，印紙について簡便な方
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法をとること（４条)。また，小犯則に対しては，なるべく説諭を与え将来
を警戒する等充分しんしゃくすること（22条)。業者に対し成るべく便宜を
与えるとともに十分に連絡をとること（23条）等であり，導入及び増税につ
いて，相当な配慮を構じている。こうしたことは，各税務監督局においても，
（61）
署長会議を通じて伝達され，趣旨の徹底力:図られた。札幌税務監督局長は訓
示の中で，①須らく懇切を旨として官民相互の便を計り毫屯怨瑳の声が生じ
ないようにし，徴税の目的を達するように勉めること，⑤法令は多少欠陥を
まぬがれないものであるから，執行官の技能にまつものが多く，法令がその
大綱を占めて細目に泊らず，地方の状況により適用の余地を有しており，遺
憾なぎを期さなければならないこと，Ｏつとめて税法の周知を図るとともに，
｢大体において」脱租なぎを期し，徒らに秩序整頓の日をまってその必要に
応じ緩急よるしぎを制しなければならないとしている。そして，戦後経営に
伴いさらに税則の整備を計る段階として今回の増税新税に就て最も精細にそ
の影響を考え，他日に備える覚悟をもつことを求めている。すでに，今後の
税制改正を予想していたといえよう。
（62）
（２）今回の増税で，注目‐ずべきは，所得税法の改正（法律34号)，塩の専
売，相続税である。
①所得調査員を受けざることを得るとの規定を政府は設けようとしたが，衆
議院は却って調査会を不要とするものとして削除した。また，従来から郵便
による投票を認めていたが条文をもって明記されたので，管轄の広い税務署
の多い北海道管内の署はほっとしたものと思われる。
また，所得調査委員会の開会日数が制限されていなかったことから，調査
に名を借り日数がのびていた例があったといわれる。「北海タイムス」によ
っても，ときどき委員会が延会になっている例がある。そこで，政府は，経
費節約も兼ね５日に制限しようとしたが，衆議院は調査の完了を期し難いと
して，３０日以内（勅令により，納税者数により５段階に区分をなす）とした。
地方の情況によって日数を改めることを認め，あわせて，調査の場合７日間
とした。
地価問題と北海道の税務行政組織(4)（西野）２０９
また，市と郡は独立して所得調査委員会をおくことになった。これは市郡
を通した委員会では調査上不便であるとともに，正確な結果が得にくかった
たゐである。そこで，特に，市又は北海道の区においては命令をもって，別
（63）
に調査委員会を置くことができることとなった。これIこより23署が指定され
たが，その中に函館・小樽・札幌が含まれている。所得税の調査がこれより
進むことが期待された。
さらに，「金銭又は物品支払いの義務ある者に対しその金額，数量，価格
又は支払いする日をかいて質問を行うことができるようになった。これまで
は，調査上必要あるときは，納税義務ありと認むる者に対してその所得に関
する事項を質問することができる旨の規定はあったが，納税者が所得を隠蔽
して事実を申告しない者もあったようである。質問検査権が強化されたこと
になる。
納期も，それまで２期にわけていたのを，納税を容易にするため，その年
の９月末，１１月末，翌年の１月末，３月末の４期にわけられた。これらの所
得税の改正は，かなり重要なものであった。
②塩に対する課税は，明治８年の雑税の整理以後，内国税としての塩の
課税はなされていなかった。塩の輸出税も明治20年７月以降廃止されていた
が，明治30年３月関税定率法の発布により輸入税が課されることになり，さ
らに明治37年の非常特別法により輸入税が増税された。
日清戦役後，塩の輸入が増加するとともに，塩に適する台湾が日本領とな
ったことにより，台湾に紗ける製塩により内地塩を補い第三国からの輸入を
抑えることが主張されはじめた（たとえば，明治30年５月の大日本塩業協会
の建議)。政府も，調査会をつくり３１年８月～９月にかけて検討をすすめ，
その建議をうけて，明治32年４月台湾食塩専売規則が施行された（勅令７
号)。その後も，塩を台湾に移すべしとの議論や国内塩業を改善しその独立
を強化すべしとの議論が行われる中で，明治32年塩業調査所官制が制定（勅
（64）
令91号）されたが，明治36年12月，行政整理により塩業調査所力:廃止された。
この中で，日露の国交が危機を迎えたのである。
210
非常特別税法案を政府が国会に提出した際には，塩消費税（内地塩及台湾
塩に対して毎１石60銭，外国塩に対しては毎百斤36銭）が含まれていた。た
（65）
だし，外国塩lこ対しては法律施行後６ヵ月とされていた。しかし，細民に対
する負担を理由とする反対意見や，消費税ではなく専売制を施行すべきだと
する意見があり，結局，塩に対する消費税に関する条項は削除された。主税
局長が，専売とするには施行に準備がかかるし，直ちに収入が得られないと
しているように，政府側は既に塩専売制を想定しており，外国の状況を調査
させるべく仁尾局長を外国に派遣していたのである。こうした塩消費税に対
する反対運動については，前述もしたところであり，多くの反対建議が出さ
（66）
れた。
政府は，農商務省の意見も徴し，塩業の現状に鑑承，かつ，制度の利弊，
財政上の必要等を稽へ，専売断行すべき旨，明治37年５月10日，秘第788号
（67）
をもって塩専売計画の大体方針lこ関する閣議を要求したのである。大蔵省Iま，
（68）
同月，各税務監督局をして実施に関する調査を行わせた。その内容I土実に詳
細なもので，１８項目にも及んでいる。そのほか，税関・台湾総督府への照会，
吏員による調査も行われている。それにもとづき「塩専売実施準備要目」を
（69）
定め，調査が行われた。国内塩の中心である十ｸﾄ|地方や多くの中小製塩地が
調査の中心であることから，そうした地域の税務官署は大変だったが，北海
道には製塩地がなく，販路や庁舎などの調査が中心であったと思われる。そ
こで，こうした準備調査は，「北海タイムス」紙上にはほとんど見受けられ
ない。
塩専売法案は，明治37年10月21日閣議に提出，加除訂正の上，明治37年１１
月30日衆議院に提出された。塩専売計画に対しては，塩消費税等と異なり，
塩業者からは賛成が寄せられたものの，販売業者を中心とする反対が強か
（7の
った。
議会においては，「持越塩（法律施行時に業者がもっていた塩)」に対する
課税が論点となったことを，「明治大正財政史」は詳述している。この問題
は，専売価格の引上げにおいて必ず法的措置がなされる問題であり，専売制
地価問題と北海道の税務行政組織(4)（西野）２１１
施行後仕入れた塩を販売する者と，持ち越した塩を販売する者との公平を図
るため，取引への障害を防ぐためにも，必要な措置であったが，ついに専売
（71）
収益率に比し，軽減された持越塩課税を行うことIこなったのである。そして，
衆議院第２読会で修正された法案は，第３読会を省略して衆議院を通過し，
貴族院も全会一致で成立しＧ８年法律11号)，３８年６月より実施されること
になった。この塩専売法は，島しょには適用されないことになっており，明
治38年勅令134号により，樺太，小笠原，伊豆七島などが指定されたが，北
海道は施行地であった。ただし，明治44年勅令131号により，漁業奨励のた
め南千島も施行地となった。施行地となる割には，北海道での反対は少なか
ったようである。
すでに，明治38年２月から３月にかけて，実務にあたるべき者に対する研
修（講習）を開始していた大蔵省は，明治38年勅令83号をもって，塩務局官
制を施行する。塩務局は，全国22カ所，出張所は168カ所とされたが，戦時
の新制であり，経費の節約を図るため，官庁は税務官庁で利用しうべきもの
は利用されたのである。したがって，塩務局のうち16カ所は税務監督局に置
かれ，その局長は税務監督局長が併任したケースが多く（札幌税務監督局長
も札幌塩務局長を併任している｡）専任の塩務局長が置かれたのは，赤穂・
味野・尾道・三田尻・坂出・撫養の６カ所（いわゆる十州）にすぎない。
同税に，税務署長が出張所長を兼任した例が多く，168カ所の出張所のう
ち58カ所しか特設されていない。北海道では，札幌・空知・上川には置かれ
ておらず，塩務局が直接担当したと思われる（塩務局出張所の管轄区域には，
石狩国は含まれていない｡)。職員は相互に併任し，仕事の需要に応じて，順
（72）
次発令されてし､る。
こうした塩専売の実施に関し，執行官庁に砂て取扱を異にすることのない
ように，税務監督局長及び塩務局長に訓示をしたことが，「明治大正財政史」
（73）
に掲載されてし､る。それによれば，①販売者の所有塩で製造者が所持してい
るもの及び，販売者が消費者に販売しているもののまだ引渡していないもの
に課税すること，、委託販売は受託者に課税することなど，手持ち品の課税
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を適正にするように求めている。
こうして，反対運動が激化する中で導入された塩専売であったが，なかな
か，専売としての目的は十分にあげられなかった。明治41年には煙草の専売
益金の三分の－程度に達したが，大正３年度には，一千万円をきってしまつ
（74）
た。昭和'こなると，塩の専売益金は，百万円を害Uってしまう。そして，明治
40年１０月には，煙草・塩・樟脳の三専売機関が統一されることになる。
③これまで述べてきたように，相続税の導入については，反対が強かった
わけではない。むしろ，「所得税は相続税と併用すべし」との論説があり，
相続税反対社説に対して読売新聞が直ちに反論するように，論説の大半は，
相続税に対し反対していなかった。しかし，家族制度からする反対論があっ
たので，今後の執行に慎重な注意が必要であった。
しかも，我国最初の制度であり，大蔵省が昔から研究していたとはいえ，
課税価格の算定は困難なものであることが明らかであった。このために，大
蔵大臣は，各税務監督局長に対し，訓示し，明治38年１月29日の官報にも褐
（75）
載された。これＩこよれI玉，①財産目録を添付し相続財産の価額価格を届出た
ときは，著しい不正があると認められない限りなるべく届出の価格により決
定すること，②課税価格の決定をなすに当たっては大体において実額を得る
ことを期し，ささいな点の計算にこだわらないこと（第３)，③保険契約に
基づき支払いを受ける保険金には課さないこと（第５)，④相続財産より控
除する債務は，政府が確実と認めるものに限るといっても書面の証拠あるこ
とを必要としないこと（第７)，⑤相続財産が異なる税務署管内の外にある
場合，相続財産所在地の税務署への調査委託の措置をとること（第15)，⑥
課税価格は，相続財産に対する書類の提出がなされてから，特殊の故障のな
いかぎり，１カ月内に納税者の不安を解消するため1カ月以内に納税者に返
税すること（第９），⑦動産中，営利の目的をもって所有するものでなく，
直接所得を生じないものは強いて課税価格に参入しないこと（第４）など，
15項目にわたって，詳細な指示がなされているのである。
（76）
この例示は，いくつかの相続税法の出版物1こも登載されたし，官報には，
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｢相続税法施行心得」ものせられ，税務署長会議でも周知が図られている。
たとえば，東京税務監督局では，税務署長会議で腹案が伝達されたのち，確
定文が官報にのっているので，それに依って取扱うよう，３８年１月26日に訓
乙49号が出された。各局では，相続税の調査に遺憾なぎを期するため，常に
登記所・警察署，戸籍吏・郡市区町村長又は管海官庁などと気脈を通ずるよ
う，又，相続関係の事実を知るため常に多くの調査を行うよう指示されてい
る（たとえば東京税務監督局，明治38年５月16日付直第259号「相続税二関
シ注意事項｣)。その後も，施行のため多くの通達が出されており，落ちつく
のは大正１０年頃をまつことになる（たとえば，東京局の場合，大正10年訓令
32号)。なぜならば，相続税法施行規則は，明治38年３月勅令68号で出され
てはいるものの，相続財産価格の査定には調査が必要であったからである。
｢明治財政史」第１０巻では，相続税の予定収入に実収入額が達しなかった理
（77）
由をいくつかかかげているが，隠居による租税回避がかなり行われてし､るほ
か，調査がはん雑で制約が強かったことが大きかったとおもわれる。ようや
く，明治40年になって予定収入を上回るようになった。明治39年度のとぎは，
全国でも140万余円の収入しかなく，しかも，その中でも，北海道からは1
万７千余円しかなかった（0.12％)。明治39年度，内国税合計中にしめる北
海道のシェアは0.199％であり，地租のシェアは0.15％であることからする
と，開拓地と負担による地租のシェアの低下よりはましとはいえ，北海道の
（78）
シェアは小さかったとし､えよう。
(3)日露戦争の前後には異常気象現象が多く，全国で多くの災害に見舞われ
た。北海道でも，明治37年６月から７月にかけて石狩国を中心に大雨の災害
に見まわれたし，津波，野ねずみの被害をうけている。
こうした被害，災害について，税についての地租の徴収について，特別処
分を行うことが要請されることが多かった。このため，明治24年から34年に
（79）
かけての災害に対して，７回の地租徴収特別法力;制定されている。
こうした災害毎に特別法律を制定することは煩雑であるとともに，適用さ
れる災害が限定されていることから，明治34年４月法律27号であって，田畑
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に関する災害による地租免除が定められた。
しかし，この法律も，田畑の糸に関するもので，特別に定められている場
合の糸であり，他の種の災害にかかった田畑は適用されなかった。こうした
現実の方法は，地租は歳の豊凶によって増減することはないとの地租条例の
原則によるものであり，帝国議会は，他の災害により収穫が皆無となった場
合に適用するとの案を否決した。明治35年12月の帝国議会でも解散により，
審議未了となった。そのため，明治36年２月に緊急勅令８号が出され，災害
又は天候の不順により収穫の皆無となった場合に適用されることになった。
緊急勅令に衆議院は承諾しなかったが，これは別に災害又は天候不順による
収穫皆無に対しその年分の地租を免除するものであった。これに対し，貴族
院は前述の原則に反するとして，収穫皆無の地租に対し10年内の延期を認め
ることとするよう修正したが，結局は，衆議院も同意し，明治36年法律３号
となった。これによって，北海道についても，広く災害について延期が認め
（80）
られることとｽﾞﾘﾐった。
こうした災害に多くふられるのが，窮民，貧民といわれる人々である。い
かなる国や時代であっても，弱者が存在し，その人々を救済する必要がある
（81）
ことlま事実である。そこで，日本でも，いろいろの立法がなされてきた。た
とえば，明治６年「北海道並樺太州賑仙規則｣，明治７年12月「仙救規則」
明治34年「救護法｣，明治33年「罹災救助基金法」である。この「罹災救助
基金法」は，北海道には適用されなかった。その理由として，北海道には開
拓使（その後身としての北海道庁）があり，貧民を救済していること，しか
も，移住者対策がなされていることがあげられている。
とはいっても，将来のため積立てておき，将来の災害に備えるべき必要性
は各府県と同じであった。そして，明治38年２月，法律第37号「北海道罹災
救助基金法」が制定された。この制度では，基金は100万円以上とされ，毎
年２万円以上が北海道地方費より支出され，国庫からは初年度は，１万円が
補助金として交付されるほか，最小額に達するまで毎年地方税を以て積立て
金額の１／２を交付することとされた。さらに，将来災害救助のため国庫よ
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り支出される貸付金の返済金は基本金に編入されることになった。これらは，
各府県の事例より手厚いものがあるわけで，日露戦争中に成立したのも何か
（82）
のふしぎである。ただし，政府委員Iま，北海道も自治制が発達したことに適
応せしめること，また，自治制の基礎を築くためにも提案したとしている。
曰日露戦後の税制整理
（１）税法審査委員会の発足
①明治38年５月27日から28日にかけて，対馬仲で日本中がその進路を注
目していたバルチック艦隊との間の日本海大海戦が行われ，日本側は大勝
（83）
した。そして，８月には，米国ポーツマスにおいて講和条約交渉力:始まり戦
後の行末が問題になりはじめた。（９月５日にポーツマス講和条約調印，１０
月16日公布，11月25日批准書交換)。
非常特別税法は第１条及第27条において，戦時税たる性質を明らかにする
と同時に，国民に増税を負担してもらうよう訴えた。このため，明治38年９
月に日露の間に平和回復するとともに，非常特別税法は，その規定から，明
治39年末をもって廃止される予定であった。しかし，軍の復旧費その他戦後
の残務処理費が必要となったし，戦争の遂行に必要な公債の元利や恩給や年
金等も大幅に増加する情勢となった。
バルチヅク艦隊接近中の４月下旬には，地租条例を北海道に適用するとの
計画を大蔵省がもちだし，北海道の関係官庁に意見を徴したことが報じられ
（84）
ている。その記事にもあるようしこ，２０年間免租の特例が存続し，北海道に適
用される低税率がある限り，それほど影響がないと考えられるわけであるか
ら，「北海タイムス」も心配していない。しかし，次の増税がスタートしよ
うとしていたのである。
（85）
明治38年10月18日にI土，「戦後の増税計画」が報じられている。それによ
れば，大体増税を継続するものの，一部を廃止することとし，いったん非常
特別税の全部を撤廃した上，永久にわたる新増税計画をたてて議会に提出す
るとされている。
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また，北海道農会は，酒精及酒精含有飲料税を蔵出課税とするとともに,
酒精と輸入税を，リットル60銭内外に増税することによって，砂糖業が発達
（86）
するとともに，国富力:増進することになるとの意見書を提出した。このよう
に，増税に向けての多くの動きがみられるようになってきた。
明治38年10月の税務署長会議において,各局長は,重要な事項を訓示して
（87）
いる。その代表として札幌税務監督局長の計''示をみてふよう。同局長は，①
戦時税の実績を精査すること及び戦後各種租税制度の刷新に備えることがね
らいであり，各税に与える影響を検討するのは効果がある｡今まで,戦時税
の実施に当たっては，督励よるしきを得，それほどの支障はなかったようで
あるが，発展途上であり，一層の督励が必要である。⑤所得税，営業税は賦
課上も困難を感じる税であり，賦課においては最も公正調査を期さなければ
ならない。とくに，所得の調査に際し，資料蒐集等に当たっては勤めて懇切
を旨とし，納税者をして喜んで納税するの美風を養成し納税者の蒙を啓くよ
うつとめなければならない。納税者の状態にまかせるのは本意ではない。Ｏ
間税犯則の検挙をゑると，比較的大規模な事案もあり，取締の周到ではない
ことを示しており，事前に取締の効果をあげることが重要である。ｅ徴収事
務は年々改善されているが，滞納の病弊により国庫の損失多大であり￣般事
務の進捗を害している。幾多の不正官吏を出していることは局署の威信を失
墜するものであり，厳密の監督をなすことを望む。納期が細分化されたこと
により滞納者を増加させた感もあり，区町村と円熟の交渉をとげ’内外呼応
して鋭意改善の途を構ずることが必要である。④相続税は最も困難な税であ
るが，また一般が慣れておらず外部機関に多大の援助を求めざるをえない状
況であり，常々これに応ずる準備をすべきである。とくに評定は最も丁重に
すべきである。ｅ一銭一厘を訣求に勉めず税源の酒養の方法を講じ以て他山
の石とすべきである。ことに，本道のように拓地植民の中途にあるものは尚
さらのことである。①戦時税実施以後はとりわけ多忙を極めてきたが,戦後
経営に伴う増税等のため，事務は更に増加している。他官衙との権衡を云々
する者の意見を抑え，部下を督励して時運の要求に応じることを望むとする｡
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納税者が喜んで納税する美風を養成すること，徴収事務と賦課は両輪であ
ることは，現代でも通じることである。さらに，増税が予定されており，一
層勤務に励むことを要求していることは，時代を示すものである。そして，
戦時税は途上にありとすることは，今後非常特別税が今後とも継続するであ
ろうことを予想しているとも言えるのである。この訓示は，当時の税務行政
を端的に示しているといえよう。
また，明治38年１０月以来，札幌地価修正調査会（12月には，函館，小樽に
（88）
もできたことが報じられた｡）Ｉま宅地について調査を進めており，その結果
（89）
が11月末に報道された。それによれば，札幌区lこは賃貸価格を標準とするこ
とを得ず，公定地価の25倍によることになるが，従前より大幅な負担を地主
が負うことになるという。この調査は，500円以上の地価を有する人々を対
象として行っており，名前も挙げられている。したがって，この人々が大恐
慌を来たしたことについて，楠税務監督局長は，①一般に地価を改正すべ<，
それほど地価は激増することはあるまい，⑤一方において税率も改正するは
ずである，Ｏいったん議会に提案されれば相当の委員を設けて調査するので，
（90）
恐慌を来ずようなものでI土あるまいと答えている。ここでも，来るべき増税
が，明らかになりつつあることが明らかになっている。そして，楠局長が答
えたのと同日，国有未開地処分法改正案が道庁主任の手を離れたことが報じ
られており，来るべき税制改正の焦点となることが姿を見せてきたのである。
②政府は，明治39年予算編成において，直接時局の結果により生じた２
億57百余万円のうち，経常部’億72百余万円の財源にあてるため，非常特別
税を計画し，明治38年12月第２２回帝国議会（明治38年12月25日召集。閉院式
は39年３月28日に行われた｡）に非常特別税法の改正案を提出した。さらに，
日露戦争を遂行してきた第１次桂内閣は明治39年１月７日辞職し，同日第１
次西園寺内閣に交代が行われた（大正２年２月20日まで，桂内閣と西園寺内
閣が交代をくりかえす時期を迎える)。
この非常特別税法改正案は，戦時税の名目を除くとともに存続期限を撤廃
しようとしたものであるが，有力な反対論がふられた。その反対論は，「明
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（91）治大正財政史」の要約するところを簡略化すると，①非常特別税Iま戦時忽率
の際に雌て未だ十分なる調査研究を行う暇なく急邊制定されたものであり，
これらも無期限に存続せしむることは適当でないこと，、非常特別税が戦時
税であることは，制定の際に舩ける国民に対する公約であり，国民はこの公
約を'侍承として空前の負担を忍んできたものであり，存続期限を撤廃するこ
とは国民を欺くことになる。法律の明文通り廃止し，さらに適当な税制整理
を行って増収を図るべしというところであった。この反対論は，「明治大正
財政史」は有力であるとしているが，「北海タイムス」では，「議場の大勢を
奈何ともす可らざるを以て到底非常特別税を期限満了と共に撤廃するI土望む
（92）
可らず」としている。それによると，各党の中には種灸の反対があることIま
確かであり，政友会の中の反対意見も西園寺侯（すなわち，総理大臣）の一
喝にあえば腰を折るだろうと見込まれていた。そして，波潤の後，少額の税
目を廃止し，期限を１年だけ延長するとともに，非常特別税の名目を残すこ
とが妥協案として予測された。
こうした意見に対し，政府は「非常特別税制定当時とは事前自ら異なるも
のありて，之が存続は戦後に紗ける財政計画の遂行上已むを得ざるものなり
と弁じ，且同時に官民の委員を以て組織する税法調査会を組織し，２箇年を
（93）
期して一般税法の調査を為し，税缶Iの整理を遂ぐ」ことを声明した。それを
うけ，非常特別税法改正法律案は，両院を圧倒的多数で通過し，明治39年３
月１日法律第７号として公布され，戦後尚姑く継げられることとなった。し
かし，貴族院はそのような委員会は政府の責任を以て単独に行ったうえ議会
の協賛を求めるべきであり，また，官民合同の委員会は弊害を生じやすいと
（94）して，官民合同の委員会設置Iこ要する迫力ﾛ予算を否決してしまうのである。
この間，「北海タイムス」は，増税関係については，あまりふれることな
く発行されており，むしろ，北海道の宅地地租を地価修正するとしても，こ
れまでの経緯をふまえ宅地粗賦課課率を他府県並とすることを求める意見書
（95）
を提出することの労を詳しく報じていた。北海道でI土，増税そのものの是非
はともかくとして，宅地地価修正とそれによる負担の増加と開拓のあり方の
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方に関心が移っていたと，言えよう。
③官民合同の委員会は貴族院の反対により成立しなかったが，２箇年内
に一般税法を調査し税制整理を遂げることは政府の声明であったところから，
明治39年４月には閣議であって，大蔵省内に「税法調査会委員会」を設置し
た。
この委員会は，明治39年５月17日第１回委員会が構成され，明治39年12月
22日の第54回委員会をもって審査を終了し，若槻礼次郎委員長より大蔵大臣
に審査報告が，同月24日に提出された（｢税法審査委員会報告｣。以下，「審
査会報告」という｡）この「審査会報告」は，本文443頁，整理法律案・付属
付表・租税整理に依る歳入増減比較表129表より成る大部のものである。
この税法審査委員会は，大蔵本省，専売局及税務監督局の高等官を以て委
員（１１名）とし，書記（３名，大蔵省）もつけられていたが，材料の蒐集，
調書の起案，数字の計算等について，主税局員の糸でなく，税務監督局員，
（96）
税務署員も精励したことが，特に冒頭lこ言及されている。
この税法審査委員会の冒頭において，大蔵大臣は，大要次のような訓示を
（97）
行っている。すなわち，日露戦争に当たり２回にわたり断行した増税Iま時局
の急に応じ計画せられたるものにして，国民経済の状態に適応したと請うと
ことができない。の糸ならず，戦後の経営は窒固なる財政に依頼し輩固なる
財政は確実なる租税に期待せざるべからざるを以て国民経済の状態にけい老
して租税の制度を整理し徴税の基礎を確立することは戦後経営の一大要義で
あり，これ故に税制一般整理改善に関し調査研究を要する。（中略）税法調
査会を設置するに至らなかったが，税法の整理は急務であり，経費予算が成
立しなかった故に税法の調査を廃すべきではないので，税法審査委員会を設
置し税法整理の準備調査に関する事項を審査せしめることとした。（中略）
広く財政経営の両面より税制の利害得失を研究し，財政上の要求を欠かない
程度で経営上の障害を除き国庫の充実と産業の発達とを並行せしめることを
期すことを望む。その際，租税負担の衡平を保たしめ事務取扱いの簡便を得
ることに注意して'慎重審査をし，税法を整理するという目的を達するように
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望むとしたのである。
「審査会報告」の目的は，ここにつきており，調査の目的範囲・順序につい
ても細かく訓示されている。
（98）
この審査におし､ては，税務当局者の意見を徴し，地方長官，税務監督局長
･商業会議所等にも調査を求めたり，商業会議所等の実業団体に諮問したり
し，特殊問題については，当事者にも質問を行ったりしている。
当然，札幌税務監督局も，局内に税法調査会をおき，検討をすすめ，意見
（99）
を大蔵省に回答している。それによれば，①地租は錯雑紛舌しを極め取扱上も
混雑を免れないので，新に法律を制定し，法規の明確化と取扱上の便宜を図
ること，⑨所得税の最低限を引上げるとともに累進を高くすること，Ｏ営業
税における卸・小売の区別は実際において区別し難く，廃止すること，ｅ新
税源としては，家屋税・壮丁税・牛馬登録税・マッチに印紙を貼用せしめる
ことなどを含んでいる。
この頃に開かれた税務署長会議でも，行わなければならない税法改正に資
（lⅡ）
するため，税務調査の方針が論議されている。それによれlｺﾞﾐ①さっそく宅地
租は早速改正する必要があること，⑥営業税・所得税にも欠点があり，修正
が必要であることなどが指摘されている。税務署では，早速宅地価修正の調
査に着手するであろうと報じられている｡こうした各局や各局別税務署長会
議の内容を細かく追跡する必要が感じられる。
商業会議所からも明治39年１０月に建議が出された。この建議は’三税廃止
を含承，多年にわたって大きな影響を与えつづけており，「明治大正財政史」
第６巻も，この全文を掲げているし，「北海タイムス」も，この商業会議所
（101）
が建議を出すまでの動きを詳しく報じている。この建議Iよ’①塩専売．通行
税．織物消費税を廃止すること，⑨第１種所得を甲乙２種に区分し，乙の者
は個人の如き税率とし，第３種所得も累進比例を過大なものとしないこと，
Ｏ営業税については，納税者の苦痛と煩労を少なくするともに負担の均衡を
是正すること，ｅ小切手に対する印紙税をゼロにすること，④関税も，当業
者の利益を保全し産業の衰退を防ごうとする任務を果たすことをおしまない
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こと，ｅ税務当局者が税法運用の至義を堅守させ，賦課に不均衡がないよう
に平等に運用させること等を求めている。これらの改正要望は，「審査会報
告」にも大きな影響を与えたことは，くりかえすまでもない。
（102）
このような動きlこ対応して，「北海タイムス」も詳しく報道している。そ
こで，とりあげられた税を掲げれば，小樽取引所税の減額，営業税，棉実戻
税，所得税，通行税，織物税，兵役税，水産税など多種目に達しており，北
海道の納税者の関心も高まったといえよう。
この中で出された「審査会報告」は，詳しくは次稿に委ねる。その中で，
明治39年７月に５回にわたって連載された「税制改正談」は，著者はわから
ないが，各税目にわたって，数字をあげて述べて，反対論も引用して，当時
の道内知識人の考え方を示すものといえる。そのなかで，①所得税の最低所
得を500円としてもなお低きにすること（これにより脱税が減ること)，⑨勤
労所得と資産所得とを区別して異なる税率の下に賦課すること，Ｏ法人所得
に関する規定と第三種所得に関する規定とが，つり合いを失していること，
ｅ最低所得は，消費税と密接な関係があること等を指摘していることは十分
に参考に値する内容であろう。
注
（１）「北海タイムス」明治35年11月７日付及11日付。
（２）「札幌税務監督局局報文書篇｣。それぞれの施行細則も訓令文199～200号とし
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（３）「札幌税務監督局法規類集」「税務彙報」（丸亀税務監督局）（いずれも税務大
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（４）各局が中心となって発行した雑誌には，次のようなものがある。
：：乍度始め｝
こ号数 （推定)創刊
名門屋税務研究会会報４５テ１Ｆ
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京都財務研究会 誌 ５号 (41年）
調査会 報 １０号 (41年）
広島財務研究会 財の世界 43年
仙台税務研究会 財務之友 ７巻４号 (36年）
長崎 長崎財 １巻１１号 (41年）
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「財務」の記事から作成。
さらに，明治21年10月から「大阪攻法會雑誌」が発行され，法律の講義録を印刷
して月２回会員に頒っていた。この雑誌は第25号より東京で印刷されるとともに，
「税法雑誌」（一橋大学蔵）が明治22年11月発行され（月２回刊）るようになって
いる。論説・講義・雑録・公報にわけられ，レベルの高いものとなっている。末
松謙澄や渡＆國武らの祝辞が寄せられているほど，期待が高かったようである。
この延長線上に，「財務」や多くの各局単位の雑誌の発行の試承があると考えら
れる。
（５）大阪税務監督局「服務綱要」大正14年。１９～25頁。
（６）中野義忠「現代の混濁を慨して武士道と税務官吏の人格修養に及ぶ」「財務」
５～７号。「税務官吏の参考」「財務」１０号76頁。豊田勇吉「紀律の養成」「財務」
１１号41～42頁など。これらの考えが雑誌を通じて流され，服務規律の向上に役立
ったのである。
（７）「読売新聞」明治35年11月４日付，「明年度に対する政府の経営｣。
（８）「読売新聞」明治35年11月１日付，「現内閣の決心堅し｣。
（９）「読売新聞」明治35年11月１５日付，社説「海軍問題｣。
(10）「読売新聞」明治35年11月20日付，「明年度予算編成の方針｣。
(11）「読売新聞」明治36年５月20日付「地租案の否決｣。
その後，「読売新聞」も８月２日・３日付で「文部省の存廃」を報じ，８月31日
付でも反対同盟のことを報じている。「北海タイムス」３６年８月６日付も，「文部
省の廃止」と題する論説をのせている。
(12）「読売新聞」明治36年５月１５日付「砂糖問題｣。
(13）「読売新聞」明治36年５月１６日付「煙草製造官業問題｣。「北海タイムス」明
治36年８月20日付「煙草専売法案の決定｣，同９月17日付「煙草専売の収入見込」
同10月２日付「煙草官業問題｣。「読売新聞」明治36年10月31日付「煙草官営と両
政党｣，同１０月17日付「煙草官業案｣。
|金沢財務調査会|会報’８９号｜（36年）’
大阪財務研究会 財務 １号 42年 大正２年８月14日｢大阪財務」と改称
松江財務調査会 税務志叢 10巻 (31年）
四国税務協会 税務協会叢誌 101号 (34年）
鹿児島財務研究会 鹿児島財務 43年
北海税務研究会 37年 大阪財務研究会に送付されていない。
熊本知新会 知新会雑誌 82号 (35年）
中央税務研究会 税務行政 ９巻４号 (35年）
参
考 醸造協会
醸造雑誌社
醸 会雑誌
醸造雑誌
4年５号
406号
(38年）
不明
醸造試験所が肝入り
として発行
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なお，このほか，酒税改正についても論じられている。「読売新聞」明治36年１２
月14日付「酒税改正に就て」は，庫出税仕入税併用が公正に課税する方法だと主
張している。
(１４）「北海タイムス」明治36年８月８日付「十年計画を危ぶむ｣。
(15）「北海タイムス」明治36年１月８日付「営業税申告者の注意｣。
なお，税務職員も「営業税及び所得税に松て然りだ。有ゆる税種の内でも，之れ
位し､物議を醸し安いものは，又と多くはなかろうと思った｡」としている。「財
務」２号45頁所収「税務署の一年｣。したがって，営業税に関する争訟も多くな
ることは必然だったのである。
(１６）「北海タイムス」明治36年１月23日付「酒造法反則者続出｣，同２月１日付
「楠局長の視察談｣，同３月24日付「酒造家の不正手段｣，同３月４日付「清酒密
造の発覚」同12月３日付「間税特別監視員新設｣。
(17）このため，札幌税務監督局は，税務署を督励し種々の方法を構じて納税義務
を重んずべきを説かせている。その一例として，納税組合をつくろうとする動き
が，北海道でもふられる。明治36年６月に，浦河郡で納税組合が設けられたこと
が，「北海タイムス」明治36年６月10日付「納税組合規約の新設」の記事の中で
報じられている。
(18）「北海タイムス」明治36年12月27日付「目賀田主税局長の演説｣。
(19）「北海タイムス」明治36年６月17日付「国税滞納原因調査｣。
(20）「北海タイムス」明治36年12月24日付「道庁の行政整理｣，同12月３日・４日
付「控訴院存置陳情書｣。
(21）藤本元次郎氏。３７年10月26日付。
(22）「明治大正財政史」６巻84～85頁。これによれば，織物消費税・相続税消費
税等の新設又は増徴に関しての糸増員され，合計1290人増員されたという。また，
税務監督局長が職員が動揺して税務に支障を出さないよう内達を出したのは，明
治37年２月13日である。「国造北海道70年のあゆゑ」122頁。
(23）「北海タイムス」明治37年２月６日付「戦費の出途｣。
同紙の２月19日付の「戦費の財源と物価」という記事では，物価の騰貴の度合い
に注目している。
なお，「日本の財政上の戦闘準備」と題する論文がドイツの「ヴォーク」に掲載
されているが，「北海タイムス」明治37年４月16日から20日にかけて転載されて
いる。その論文は，日本の財政は，国民の愛国心，鋭敏な国民的名誉，非凡な活
力，国民経済上の思慮からゑて，心配ないという。日本の財政体質や能力が外国
でも高く評価されていたといえよう。
(24）「北海タイムス」明治37年３月16日付，「戦時税｣。
これに対し，「読売新聞」明治37年10月８日付「増税乎公債乎」は，増税ではな
く，公債の利子にあたる分だけの公債の追加発行に止めるべきであるとする。な
お，「北海タイムス」明治37年３月26日付「議員の歳費に就いて」は，議員の歳
費の支給の現状に疑問を呈している。
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(25）「読売新聞」明治37年３月16日付「征露戦費の概算」・「戦時の財政計画｣。
「北海タイムス」明治37年３月１３日付「非常特別税率（租税増収計画要領)｣。
(26）「帝国議会衆議院議事速記録」１９－（第20回議会）－１１～15頁，３６～39頁。
「帝国議会貴族院議事速記録」２０－（第20回議会）-61～66頁，８７～92頁。
(27）「明治大正財政史」第９巻第１章，とくに，その123～159頁，185～188頁。
「帝国議会貴族院議事速記録20」－第20回議会-69～74頁，７９～80頁，８７～93頁。
「帝国議会衆議院議事速記録19」－第20回議会-17～22頁，４０～45頁。
なお，この当時までの葉煙草専売の沿革は次の通り。
３４－注-24＝ ］（改正）
(28）「北海タイムス」明治37年３月24日付は，「絹布税と当業者｣。なお，「読売新
聞」明治37年３月26日付「毛織物消費税に付請願」参照。
(29）「読売新聞」明治37年４月27日付「塩専売反対同盟会発会式｣，同３月20日付
「塩専売反対の理由｣。「北海タイムス」明治37年３月24日付「塩税及専売の反
対｣。
(30）「北海タイムス」に連載したのは，明治37年５月31日，６月２日，６月14日，
６月24日付「本日地租の将来｣。
(31）「国税北海道70年のあゆみ」171頁。
(32）「北海タイムス」明治37年３月２日付「時局問題と本道の税務｣。
(33）「北海タイムス」明治37年４月１２日及19日付「戦時税と北海道｣。
(34）「北海タイムス」明治37年４月10日付。
(35）「明治大正財政史」第６巻36～40頁。「北海タイムス」明治37年４月13日付
「非常特別税に関する通牒｣。
(36）「北海タイムス」明治37年４月12日付「租税の滞納｣，同５月10日付「滞納矯
正方法の通牒｣，同明治37年５月10日・１３日・１５日付「日本一の怠納国｣。
札幌税務監督局報明治37年17号には，北海道庁訓令39号（37年４月16日）及び局
報19号に北海道庁訓令48号（明治37年５月３日）が掲載されている。いずれも滞
納対策であり，この訓令を報じたものであろう。
(37）明治37年11月26日付「北海タイムス」－「租税の邇脱｣。同37年４月５日付
「所得税の遺脱に舷て｣。
法律 内容 施行状況
29年法律35号 葉煙草専売法 葉煙草専売を実施 島しょ部及北海道は施行せず（30年勅169）
32年法律28号 同（改正） 葉煙草免許制を施く゜葉煙草輸入を政府の持権とする。
同上
34年法律 号 同（改 煙草製造業者に組合をつくらせる。座を防ぐ策を強化する
同上
37年４月
法律14号 煙草専売法
完全専売制を実施。 島しょ及南千島未施行。
他カラフトは42年６月
より 国後，色丹は大
正11年４月より，施行
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(38）「明治３７．３８年財政改革始末報告」（国立国会図書館蔵）260～262頁。合計
53,735千円の見積もりに対し，50,859千円の調定しかなかった。2,876千円の減
のうち，砂糖消費税分6,410千円減少しているが，4,865千円は延納である。なお，
地租，酒税も減であるがそれほど多くない。むしろ，取引所税が266千円で第２
位となっている。これは，取引所の運営がそれほど活発でなかったことを示す。
(39）「北海タイムス」明治36年11月12日付「予算と行政整理｣。
(40）「国税北海道70年のあゆゑ」123～124頁。
(41）「北海タイムス」明治37年４月２日付「監督局の吏員淘汰」・「税務署の廃合」
。「監督局予算減額」・「郵便局員の罷免者｣。
(42）「北海タイムス」明治37年４月８日付「本年度道庁令達予算」「港湾調査の
中止｣。
(43）「北海タイムス」明治37年４月６日付「税務署の廃合｣。
(44）「明治大正財政史」第６巻639～643頁。
(45）「北海タイムス」明治37年４月６日付「徴税事務と町村の監督｣。
(46）「明治大正財政史」第６巻646～654頁。
(47）「明治大正税財政史」第６巻654～655頁。
(48）「北海タイムス」明治37年11月１日付「明年度成計後聞」「鉄道予算変更」
「本道官鉄所轄変更と鉄道部の大変動」「本日の官鉄に就きて｣。同11月８日付
「各省予算｣。
(49）「北海タイムス」明治37年11月９日付「本年度財政計画｣。同11月17日に，よ
りくわしい計画が報じられている。これによれば，３８年度は，15,206千円（うち
塩専売収入及拡業手数料は38年度8,689千円，３９年度12,460千円，差引3,811千円
の増）となっている。
(50）「読売新聞」明治37年９月16日付「所得税法を改正すべし｣。
(51）「読売新聞」明37年11月５日付「所得税は相続税と併用すべし｣。
(52）「読売新聞」明治37年11月22日付「相続税の反対説を評す｣。
(53）たとえば，水野正一編「資産課税の理論と課題｣，第８章「相続税の理論的
基礎」（野口悠紀雄）及第９章「相続税を巡る諸問題」（岩崎政明)。大村巍「相
続税の誕生」税務大学校論叢９号105頁以下。
(54）たとえば，「北海タイムス」明治37年12月８日付「増税案と各派の態度｣。大
村巍「相続税の誕生」税務大学校論叢９号105頁以下，とくに126～130頁。
(55）「第２１回帝国議会貴族院相続税外一件特別委員会議事速記録」第１号。
(56）「北海タイムス」明治37年11月26日・２７日付「相続税法の内容｣。
(57）「読売新聞｣，明治37年11月９日付「行政の根本整理｣，同１１月19日付「通行
税｣，同12月８日付「市街宅地の増租に就て｣。
(58）営業税及び地租についても修正がある。すなわち，増徴率を議会は軽減し，
市街宅地は地価の12％，郡村宅地は２％，その他の土地は1.2％を増徴すること
になった。
その結果，地租は次の通り増徴された。
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一一一一一
一
２００ｏ
（明治大正財政史６巻656頁及び786頁）
帝国議会での審議全般については，「帝国議会衆議院議事速記録」20-16～28頁，
６０～71頁。「帝国議会貴族院議事速記録」21-34～56頁，６６～72頁。
(59）「明治大正財政史」第６巻Ｐ､67～71。
(60）手続がはん項に流れないように，呉服店で反物を検査することをやめ，全国
の既製品の価格を2,160万円と推定し，この金額を各税務監督局管内織物販売業
者の明治37年営業税額に按分することとし，その届けを来月10日までに行うこと
とする。そして，その届の様式を「北海タイムス」に登載している。明治38年１
月25日付「織物税について｣。
(61）「北海タイムス」明治38年１月25日・２６日付「税務署長会議に就て｣。
(62）「明治大正財政史」第６巻1007～1015頁。この所得税の改正に比し，地租は
あまり改正がなかった。
(63）「法令全書」－明治38年５．大蔵省令28号-29号。「北海タイムス」明治38年
７月19日付「所得税の審査について｣。これまで北海道の所得調査員の定数は次
の通り変化してきた。
明治′令1３：：年省令明治３８’令2８２９
(64）「明治大正財政史」第９巻１～18頁。
(65）「明治大正財政史」第９巻18～22頁。
(66）「明治大正財政史」第９巻24～32頁にも，塩消費税案の反対運動は詳述され
ている。それによれば，北海道水産税則制定時に議官の一人である村田保が会長
を勤める大日本塩業協会も長文の反対建議を行い，むしろ専売制をすすめている。
(67）「明治大正財政史」第９巻32～42頁。
(68）「明治大正財政史」第９巻82～83頁。
府
県
市街地
郡村宅地
その他の土地
定率
地価の
2.5％
2.5％
2.5％
1次増徴
5.5％
3.5％
1.8％
２次増徴
12.0％
2.0％
1.2％
合計
20.0％
8.0％
5.5％
北
海
道
市街宅地
郡村宅地
その他の土地
1.0％
１０％
1.0％
6.5％
3.5％
1.8％
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2％
12％
18.5％
6.5％
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の
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４
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５
５
７
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５ ５
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５
４
５
４
部
部
部
部
部
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区
郡
区
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１
１
Ｉ
定数の原則はl署あ
たり５名
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(69）「明治大正財政史」第９巻84～89頁。
(70）「明治大正財政史」第９巻49～59頁。
その意味では，売渡の場合の価格に対する修正は，予想されていた問題である。
(71）「明治大正財政史」第９巻72～73頁。
(72）札幌局報の明治38年４月６日発行のものをふると，順次発令されている。た
とえば，釧路出張所の井上耕介氏は，明治38年７月４日付及び７日付で発令され
ている。順次，仕事の必要性に応じて発令されているといいうる。
(73）「明治大正財政史」第９巻140～142頁。
(74）「明治大正財政史」第10巻881～885頁。
(75）「明治大正財政史」第７巻224～226頁。
(76）たとえば，宇佐美邦雄「相続税の課税と手続」（昭和４)，河沼高輝「逐條例
解改正相続税法」（大正２)，東京税務監督局「相続税事務規程」（大正１４)。（い
ずれも，税務大学校租税資料室蔵)。
(77）「明治大正財政史」第７巻231～232頁。
なお，両議院とも，読会省略のうえ通過している。「帝国議会衆議院議事速記録」
20-125～126頁，203頁。「帝国議会貴族院議事速記録」21-231～240頁。
(78）「国税北海道70年のあゆゑ」166～167頁。
(79）「明治大正財政史」第６巻594～598頁。
(80）「明治大正財政史」第６巻590～604頁。「帝国議会貴族院議事速記録」２０－
６１～64頁，129～133頁。「帝国議会衆議院委員会議録明治編」20-121～146頁。
(81）扣稿，「救貧税法案』『仙救法案』－『貧の所得税』の一つの試糸－」国
士館法学27号１～41頁。
(82）「明治年間法令全書」明治38年，2-100～101頁。「帝国議会議事速記録」２１
－１９６～197頁。
(83）これまで，戦争の経過について，詳細に報道がなされてきた。たとえば，
「北海タイムス」明治38年２月29日付「航海中の敵艦隊」「露艦隊の戦略」及６月
1日付「日本海大海戦｣，同８月９日付「オイスタアの会見｣。「読売新聞」同３
月24日付「満州撤兵の実行」
(84）「北海タイムス」明治38年４月５日付「北海道と地租條例｣。
(85）「北海タイムス」明治38年10月19日付「戦後の増税計画｣。
(86）「北海タイムス」明治38年10月７日付「酒造税法改正上申｣。
(87）「北海タイムス」明治38年10月15日及19日付「税務監督局長の訓示｣。
(88）「北海タイムス」明治38年12月27日付「函館地価修正調査会総会」「小樽士地
調査会の閉鎖｣。
(89）「北海タイムス」明治38年11月26日付「札幌における地主の負担（驚くべき
増額なり)｣。
(90）「北海タイムス」明治38年12月５日付「市街宅地租に就て（楠局長の談)」
「未開地虚分法改正案｣。
(91）「明治大正財政史」第６巻１００頁。「帝国議会衆議院速記録」21-13～14頁。
228
４９～60頁。
なお，明治39年２月18日，加藤政之助から「税制二関スル質問書」が出ている。
「帝国議会衆議院議事速記録」21-88～90頁。この中で，全面改正を求めている。
(92）「北海タイムス」明治39年２月２日付「時事一束｣。同２月22日付の「戦時税
率修正意見」によれば，谷子爵を桂内閣が説得し，衆議院案に賛成の発議者とな
ることの了承を得んとする。
(93）「明治大正財政史」第６巻100～101頁。
(94）「帝国議会貴族院議事速記録22」205～206頁に予算委員長の報告と大臣の答
弁が収められている。
(95）「北海タイムス」明治39年２月２日付「小樽区の地価修正意見開申｣。これは
全文が掲載されており，「戦時税の前途」と題する記事との扱いの差は歴然とし
ている。
(96）「税法審査委員会」の規則については，「明治大正財政史」第６巻101～102頁。
(97）「委員会報告」１～４頁。「明治大正財政史」第６巻102～105頁。
(98）「北海タイムス」明治39年６月８日付「税法改正の結果｣，同６月20日付「税
法調査の進行｣。
(99）「北海タイムス」明治39年６月19日付「税法改正意見｣。
(100）「北海タイムス」明治39年６月１０日付「税務調査の方針｣。
(101）「明治大正財政史」第６巻106～119頁。「北海タイムス」明治39年１０月７日
付「現行税と会議所｣。
(102）明治37年から38年にかけての税制改正に関する「北海タイムス」における
主要な記事は次のとおりである。
＝
我時税の前途。小樽区の地価修正意見具申
戦時税継続案。如是我観（地租條例の旅
毎適地、11修止案Iこ就て。戦時税率修止を意見、宅地
旭lmI疹止とlUU又会。
兜法己
見務調査０
]IｒI卜萱I弓
踊汝化二言閤昶茅〃
□|(’ 7/１９，７/２１，７/２９，８/２ 戦時税の前途。小樽区の地価修正意見具申。如是我観（地租條例の施行について)。北海道 価修正案に就て゜戦時税率修正を意見。地価修正 政反会税 改正の結果。税 の方針。税法改正意見。税法調査の進行。税法改正談（１～５）
年 月日 記事名
3７ 11/５
11/22
11/2６ 11/2７
所得税は相続税と併用すべし
相続税の反対説を評す
相続税法の内容
3８ 10/７
10/19
10/１５
１１/26
12/2７
12/５
10/1９
酒造税法改正上申
戦後の増税計画
税務監督局長の訓示
札幌にtiAける地主の負担（驚くべき増額なり）
函館地価修正調査会総会。小樽土地調査会の閉鎖
市街宅地租に就て（楠局長の談）
地価問題と北海道の税務行政組織(4)（西野）２２９
II1niⅧ 小樽取引所税減額陳情の理由水産税改正調査。水産税改正理由。営業税に就て゜兵役税賦課の噂。兵役税の反対論。綿実戻税に就て゜税法改正の成行。現行税と会議所。戦時税と会議所。営業税廃すべきか（天野博士の営業税全廃絶を期す)。
北海道の地租の状況と将来の見込（札幌税務監督局）
剛'二lWu＝評
出典：北海タイムス（明治37年４月）
37.1.1現在
反別（町） 地価（円）
将来の見込
反別（町） 地価（円）
北海道の面積 7.888.674 7.888.674
開墾に適せざる土地 1.563.453 不明
残余 6,325,221 不明
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合計 880.860
